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１ 入札動産 

品名 数量 最低買取率 

金地金（田中貴金属工業株式会社製）1,000g １本 
100.00％ 

金地金（田中貴金属工業株式会社製）500g ２本 

・買取率とは、田中貴金属工業株式会社が公表している「店頭買取価格（税込）」を基

準額として、当該基準額に乗ずる換金率のことです。 

・最低買取率とは、あらかじめ長井市が定めた買取率の下限であり、これを下回る入札

は無効とします。 

 

２ 買取方法、買取条件等 

(1) 本入札においては、記載された全品目を一括して落札・買取することを条件とします。一

部品目のみの買取（部分入札）は不可とします。 

(2) 動産の引渡しは、当該入札動産について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（平成17年長井市条例第61号）第３条の規定による議会の議決

を得た後（令和８年12月予定）に行うこととします。落札後から議決までの間は、長井

市と落札者は売買仮契約を締結し、議決を得た後に本契約を締結することになりま

す。長井市議会で議決が得られなかった場合でも、長井市は落札者に対していかなる

責任及び費用負担を負いません。 

(3) 入札に当たり、事前に金地金の査定・真贋の場は設けません。ただし、落札者が希望す

る場合には、仮契約期間中に長井市が立会いのもと査定・真贋をすることができます。 

査定・真贋については、落札者が手配し、その際の費用等は落札者が負担することとし

ます。また、査定・真贋の結果、万が一正規品以外の品が含まれていた場合は、落札者

は正規品のみを入札書に記載した買取率で買い取り、正規品以外の品については、真贋

証憑書類を添えて、買取対象から除外できることとします。 

※ここでいう正規品以外の品とは、「１入札動産」に記載された内容及び「参考１入札

動産画像」と比較して、次のいずれかに該当するものを指します。 

・表示された会社の製造ではないもの 

・識別番号が表示と異なるもの 

・表示された会社が表示された識別番号を付していないと証明された場合の本品 

・表示された会社による別の品で同じ識別番号が存在する場合の本品 

・グラム数が表示と異なるもの（数量の増減については、除外せず、契約単価をもっ

て増減精算をすることを選択することもできるものとします。） 

・品位が表示と異なるもの 

なお、本契約締結日（議決日）以降の返品等の申し出は一切受け付けません。 

(4) 実際の売買金額は、田中貴金属工業株式会社が上記財産処分議案の議決日の午前９時 

30分に公表した店頭買取価格（税込）に、落札した金地金の買取率（％）及び重量を乗

じた額の合計額とします。またその際、端数処理は、基準額、買取率、重量を乗じた後 
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の全ての動産の合計額（円）に対して、１円未満を切り捨てることとします。また、納

入は、長井市議会において、当該金地金の財産処分議案の議決後14日以内に一括で納入

することとします。 

(5) 引渡しは、売買金額の納入確認後、落札者と長井市が協議により定めた日及び場所に

おいて行うこととします。 

 

３ 入札参加者の資格 

次に掲げる項目を全て満たす者であれば、どなたでも参加できます。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始、民事再生法（平成11年法律

第225号）に基づく再生手続開始及び破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開

始の申立てをしていない者並びにこれらの申立てがなされていない者であること。 

(3) 次に掲げる要件のいずれにも該当しない者であること。 

ア 役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者をいう。以下同じ。）が暴力団員等（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定す

る暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同

じ。）であると認められる者 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると

認められる者 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 

エ 役員等が直接的又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与している

と認められる者 

オ 前各項目に規定するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係を

有していると認められる者 

(4) 市町村税（特別区税を含む。）の滞納が無い者であること。 

(5) 入札参加申込書を指定した期日までに提出した者であること。 

(6) 金地金（田中貴金属工業株式会社製）の買取りが可能であること。 
 

 

４ 入札の参加申込 

入札の参加に当たっては、本参加要領を十分お読みの上、参加してください。 

(1) 申込方法 郵送による長井市財政課への提出を原則としますが、長井市への 

直接持参も可とします。電話、電子メール等による受付は行いません。 
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(2) 申込受付期間  令和８年１０月６日（火）から令和８年１０月２９日（木）まで 

※令和８年１０月２９日（木）長井市財政課必着とします。  

(3)申込に必要な書類 

ア 金地金売払い一般競争入札参加申込書（様式１号） 

※使用する印鑑は、印鑑登録されている印鑑（実印）をご使用ください。

イ 暴力団等の排除に関する誓約書（様式２号） 

ウ 添付書類（発行後３か月以内のもの） 

・印鑑（登録）証明書１通 

・個人の場合 住民票１通（続柄、本籍及びマイナンバーの記載は不要です。） 

・法人の場合 履歴事項全部証明書１通 

・納期が到来した市町村税（特別区民税を含む。）の完納を証する書類 

・古物商許可証の写し（法人用）等、営業に関し法律上必要とする許認 

可等の証明書の写し 

（4）一般競争入札参加者資格結果通知書 

    申込書類を確認後、審査結果を郵送にて送付します（一般競争入札参加者

資格結果通知書（様式３号） 

 

５ 入札参加に係る質問の受付及び回答 

本入札の参加申込に係る質問及び回答については、下記のとおりとします。 

(1)質問受付期間 令和８年１０月６日（火）から令和８年１０月１４日（水）迄 

（2）受付方法 任意の書式に記入の上、電子メールで送付してください。 

質問書を送信した場合は、長井市財政課へ電話にてその旨連絡してくだ

さい。※電子メール以外での質問は一切受け付けないものとします。 

メールアドレス

zaisei@city.nagai.yamagata.jp 

電話番号：０２３８－８２－８００３（直通） 

（3）質問回答日  令和８年１０月１５日（木） 

（4）回答方法 長井市HPに掲載します。 

（5）その他  質問に対する回答内容は、本参加要領等の追加又は修正として取り扱うも

のとします。 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法及び期間 

ア 方法 郵送による長井市財政課への提出を原則としますが、直接持参も可とします。 

  ※持参の場合は事前に送付している「一般競争入札参加者資格結果通知書」（様 

式３号）を持参ください。 

電話、電子メール等による入札は認めません。 

イ 期間 令和８年１０月６日（火）～令和８年１１月５日（木） 

mailto:メールアドレスzaisei@city.nagai.yamagata.jp
mailto:メールアドレスzaisei@city.nagai.yamagata.jp
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(2) 金地金売払い入札書（様式第３号。以下「入札書」という。）を封筒に入れ、「一般書

留、簡易書留、特定記録郵便」のいずれかの方法により郵送すること。封筒は、外封筒

及び内封筒の二重封筒とし、外封筒に入札書を同封した内封筒を入れ郵送すること。封

緘はしっかり糊付けし（セロテープは不可）、入札書に押印した代表者印で封印するこ

と。 

宛先 〒993-8601 山形県長井市栄町１番１号 長井市役所 ２階 財政課 宛 

 

(4) 入札書の到着期限 

令和８年１１月５日（木）１７時（午後５時）までに必着のこと。 

(5) 入札においては、金地金の買取率（％）を入札書に記載すること。 

 

７ 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

(1) 入札保証金 免除 

(2) 契約保証金 免除 

 

８ 開 札 

(1) 開札日時 令和８年１１月６日（金） １６時（午後４時） 

(2) 開札の場所  

〒993-8601 山形県長井市栄町１番１号 長井市役所３階 防災研修室２ 

 

９ 入札に必要となる書類 

(1) 金地金売払い入札書（様式３）（必要事項を記載し、押印したもの） 

(2)入札用封筒（(1)を中に入れ、封かんしたもの） 

※封かんした(2)の封筒を、郵便用の外封筒に入れて送付ください。 

 
 

   外封筒宛名 

 

 

１０ 入札の注意事項 

(1) 指定する様式以外による入札は無効となります。 

(2) 入札書に必要な事項を記載し、記名押印の上、封筒に入れて割印を押した状態で郵送

してください。 

(3) 入札書中に入札者の記名押印をしてください。 

(4) 入札書中にて文字等を訂正した場合には、訂正印を押してください。 

ただし、入札買取率を書き損じた場合は、作成し直したものを提出してください。  

(5) 理由の如何に関わらず、提出した入札書の書き替え、引換え又は撤回はできませんの

でご注意ください。 

〒993-8601 

長井市栄町１番１号 長井市役所２階 

 長井市財政課 宛 

【入札用封筒（表）】 

長井市長 宛 令和●年●月●日 

入 札 書 在 中 

住所： 

氏名・法人名： 

【入札用封筒（裏）】 

印 印 印 
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１１ 入札書の無効 

次のいずれかに該当する入札書は無効となります。 

(1)入札に参加する資格のない者の入札書 

(2)買取率、氏名その他入札要件を確認できない入札書 

(3)不正な行為により入札を行ったと認められる者の入札書 

(4)同一事項につき２以上の入札をした者の入札書 

(6) 自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札をした者の入札書 

(6)２人以上の代理人となって入札をした者の入札書 

(7)最低買取率を下回る買取率の入札をした者の入札書 

(8)入札者の住所若しくは氏名の記入又は押印のない入札書 

(9)代理人が入札する場合、代理人の住所若しくは氏名の記入又は押印のない入札書 

(10)入札保証金を納入期限までに全額納入しないものの入札書 

(11)前各号に定めるもののほか、入札の注意事項及び指示した条件に違反して入札をした

者の入札書 

 

１２ 落札者の決定方法 

（1）開札の結果、長井市が事前に定めた最低買取率以上の入札のうち、最高買取率の入札

者を落札者と決定します。開札は、当該入札事務に関与しない長井市職員を立ち合

わせて行います。 

ア 開札の結果、落札者があるときは、その者の氏名（法人の場合はその名称） 及び

買取率を、落札者がないときは、その旨を開札に立ち会った者に知らせます。 

イ 最高買取率の入札者が複数あり、当該入札者が全員立ち会っている場合には、そ

の場でくじ引きを行い、落札者を決定します。当該入札者のうち立ち合いの無い

者があるときには、これに代えて当該入札事務に関与しない長井市職員がくじ引

きを行います。 

ウ １回目の入札で落札しない場合には、不調とします。 

エ 開札の結果について異議を申し立てることはできません。 

 

（2）結果については、長井市ホームページに掲載します。 

１３ 契約の締結等 

（1）落札者には後日、落札決定通知を送付します。 

（2）落札者は、落札決定通知を受けた日の翌日から起算して７日以内（土日を除く。）に

長井市と仮契約を締結します。 

※上記期間中に仮契約を締結されない場合は、落札者としての資格が失われることにな

ります。 

本案件は、長井市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３

条に該当するため、長井市議会の議決（令和８年１２月市議会定例会予定）をもって、本

契約を締結します。なお、議会での議決が得られなかった場合、市は落札者に対してい

かなる責任及び費用負担を負いません。 
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１４ その他 

契約書等（長井市保管用のもの１部）に貼付する収入印紙、売買契約の締結及び履

行に関し必要な一切の費用は、落札者の負担となります。 

また、本参加要領に記載されていない事項で必要なものは、地方自治法、地方自治

法施行令、長井市契約に関する規則等の定めるところにより市長が決定します。 

 

【問合せ先】 

〒993-8601長井市栄町１番１号 

長井市財政課 電話0238-82-8003（直通） 

 

＜参考1＞ 
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＜参考２＞ 

地方自治法施行令（抄） 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第167条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の

各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第32条第１項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当

すると認められるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参加さ

せないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用

する者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑に行い、又は物件の品質若しく

は数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を 

害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第234条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務

の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に

虚偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされてい

る者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用し

たとき。 


